
北方領土問題対策協会分科会（第９回）議事録  

 

１．日   時 ：平成１８年８月４日（月）  14： 00～ 15： 41  

２．場   所 ：北方領土問題対策協会会議室  

３．出席委員：飯田分科会長、上野分科会長代理、朝倉委員、  

出塚委員、雨宮委員  

４．議事次第  

  （ １）開会  

  （ ２）平成１７業務年実績の評価  

     ・ ①  項目別評価表の決定  

     ・ ②  総合評価表の決定  

  （ ３）平成１７事業年度財務諸表  

  （ ４）見直し当初案について  

  （ ５）閉会  

５．議事  

○飯田分科会長  それでは定刻になりましたので、ただいまから第９回

北方領土問題対策協会分科会を開催させていただきます。本日は、お忙

しいところをお集まりいただきましてありがとうございました。    

 内 閣 府 独 立行政法人の評価委員 会令で定められました定足数の要件

を満たしておりますので、本日の分科会も有効に成立することを確認さ

せていただきます。  

 議題に入る前にお知らせですが、つい先ごろの人事異動でこの分科会

の事務局を務めておられました北 方対策本部の黒羽参事官が転出され

ました。賞勲局の総務課長に栄転されたそうです。代わりに山本茂樹参

事官が新しく就かれましたので、参事官からごあいさつを簡単にお願い

したいと思います。  

○山本参事官  今、御紹介いただきました山本でございます。前職は、

内閣府の大臣官房管理室で国立公文書館を担当しておりました。あとは

兼務で猪口大臣担当の参事官もやっておりました。  



 こ の北方関係は今まで全くやったことがなくて勉強中でございます。

それで事務局をやるのもあれなのですが、今日先生方の御意見も聞きな

がらまた今後のやり方を色々と考 えていきたいと思っておりますので

御指導をよろしくお願いいたします。  

○飯田分科会長  どうもありがとうございました。  

 それでは、早速議題に入らせていただきます。本日の主な議題は、御

案内のように北対協の平成 17 年 度の業務実績評価を分科会としてこれ

を確定するということでございます。議事の進め方としては、お配りの

資料に基づきまして最初に項目別評価表、次いで総合評価表について御

審議いただき、分科会としての評価を確定させていただくということで

す。そして、最後に財務諸表等について御審議をいただくということに

なります。  

 その後、去年の暮れに策定された「行革の重要方針」に基づいて今年

度中に行うこととされております北対協の組織、業務全般の見直しにつ

いての当初案を内閣府の方でまとめてくださったので、これを事務局か

ら説明していただくということになります。本日の分科会も通常どおり

公開ですけれども、主要議題が北対協の業務実績評価でございますので、

評価対象の当事者である北対協の 職員の方々には退室していただき別

室で待機していただくという形で審議を進めたいと思いますけれども、

いかがでしょうか。よろしいでしょうか。  

 では、そのようにさせていただきます。申し訳ございませんが、よろ

しくお願いいたします。  

（北対協関係者退室）  

○飯田分科会長  それでは、まずお手元にお配りした資料について事務

局から説明していただきます。  

○松川専門職  今回用意させていただきました資料は、大きく分けて年

度ごとの評価に関するものと、先ほど飯田先生から御説明がありました

北対協の見直しに関するものになります。  

 資料１が、前回の７月 24 日 の分科会で各委員からいただいた指摘事



項への対応をまとめさせていただいたものです。そのほか、資料２、３、

４が各項目別評価表、総合評価表と 17 年 度の財務諸表になります。  

 続きまして資料５、６、７が、それぞれ北対協に関する見直しの方針

あるいはその内容について取りまとめたものになります。取りまとめた

と申しましてもまだ事務局限りの案でございまして、今後先生から御意

見をいただく、あるいは北対協の方と相談させていただくことによって

最終的な見直しの案を整理していきたいと考えております。  

 今回の評価ですけれども、昨年度は農林水産省の評価委員会ですとか、

あるいは本委員会が先だってあったのですが、今年度はこの分科会の方

が先にきておりますので、評価表については農水省の評価委員会の意見、

あるいは本委員会での他の分科会 に属されている先生方の意見を聞い

て、なお修正を行うという可能性がございますので、その場合には飯田

分科会長と相談の上、修正をしてまいりたいと考えております。  

 資料全般については以上でございます。  

○飯田分科会長  ありがとうございました。  

 それでは、本題に入ろうと思います。まず最初に項目別評価表、これ

は案でございますけれども、事務局でまとめていただきましたので、こ

の案について事務局から御説明いただきたいと思います。  

○松川専門職  資料２の項目別評価表でございます。大きな御意見とし

ては前回の分科会で指摘されたとおり、資料１にまとめてございますけ

れども、自己評価としてＢ評価を付けているものについて、実績欄の記

述を読んでもなぜＢ評価であるのかが明確ではない、資料が国民に対し

て公表されるということを考えると、なぜそれがＢ評価であるのかとい

うことは基準に照らして明確であ るべきだということを承っておりま

すので、北対協の方と相談をいたしまして、評価自体を修正すべきもの

については修正をし、理由をきちんと明確にしてＢ評価にすべきと確か

に判断できるものについてはそのように修正をさせていただきました。 

 まず修正をした点でございますけれども、５ページでございます。赤

い字でＡとなっていますけれども、推進委員の配置人数が適正かという



こととその推進委員を通した各機 関との連携が緊密に行われたかとい

う部分でございまして、これについては今後推進委員をより若い人たち

に置き換えていくとか、そういった次世代啓発に向けた課題があって、

協会としてそういったことを行っ ていくべきという問題意識があると

いう意味でＢを付けておりましたが、 17 年 度の実績に限ってこの評価

表に書かれた評価基準に照らせば Ａとしてもいいのではないかと飯田

分科会長からも御意見をいただきまして、ここはＢからＡに評価を修正

させていただきました。  

 次に９ページでございます。こちらは年度当初に３県の設立希望県が

あり、３県とも予定どおり設立したと書かれている教育者会議の設立状

況についてですけれども、これについても去年、一昨年、 10 県 ずつ設

立されまして、今年度３県に減りはしたのですが、この３県には北方領

土に隣接する北海道も含まれていることですとか、実際に 17 年 度中に

は収まりませんでしたけれども、既に東京を含めたほか２県について設

立のめどが立っているという事情もございまして、そういうところを勘

案すればＡで構わないのではない かということを飯田分科会長から御

意見をいただきまして、これについてもそのとおり修正させていただい

たところでございます。  

 次 に 10 ペ ージでございます。インターネットのコンテンツの評価で

ございますけれども、情報の発信基地としていつでもどこでも北方領土

問題に関する情報を得られるようなサイトをつくるに当たって、次世代

向けに画像や動画などを取り入れたコンテンツを充実させる等、工夫が

今後とも必要であると思われ、また上野先生は、研究会の成果物である

論文が掲載されている期間が短いという意見がございましたので、北方

領土問題に関するポータルサイト としての役割をかんがみるのであれ

ば、より長い期間しっかりと論文等については載せておくべきであろう

ということなどの理由から、こちらについてはそのままＢとさせていた

だいているところでございます。  

 次 に 15 ペ ージになります。こちらは署名活動の支援状況に関する評



価ですけれども、こちらについてもＢ評価のままとさせていただいてお

り、これは唯一分科会評価の中で項目としてＢ評価にさせていただいて

おります。署名収集数は必ずしも北対協の活動だけに影響されるもので

はないのですが、前年度と比べてどんど ん落ちてきている。初の 100

万 人割れということと、昨年度から比べましても 20 万 人近く減ったと

いうような事情もございますので、今後まず減った原因が何か、それを

踏まえて今後どうするのかという ことを考えていく必要があるだろう

ということでございますので、項目としてもＢ評価を付けさせていただ

いております。  

 次 に 18 ペ ージでございます。こちらは融資事業における生前承継実

績でございますが、これも数値的に明らかなものでございまして、前年

度に比べて承継実績が落ちているということがございまして、前年度比

68％と大きく減少しているため、今後の参考として原因を分析して制度

の趣旨に沿って今後どうしていく べきかを考える必要があると思って

いるところでございます。  

 修正をしたところは以上で全てでございまして、ＢからＡにするとこ

ろはＡにしまして、またＢのままであるところは実績欄からその理由が、

より明確に分かるようにさせていただいたところでございます。特段、

項目別評価について大きく先生方 の間で意見が割れるという点はござ

いませんでしたので、事務局としてはこのとおり分科会評価を取りまと

めさせていただいたところでございます。  

 事務局から項目別評価表についての説明は以上でございます。  

○ 飯 田 分 科会長  以 上 が 項目別評価表案についての事務局の説明でご

ざいますけれども、今回は若干自己評価に注文を付けたり、いろいろ協

会と意見が違う部分もあったのですが、何か委員の皆様から御意見がご

ざいますか。アトランダムにお気付きのところから御指摘いただければ

ありがたいと思います。  

○ 朝 倉 委 員  協 会 の 方の自己評価と分科会の評価が違うことがあって

も建て前としては当たり前なわけで、分科会の評価としては自己評価は



Ｂであるけれども、議論の結果、これはＡに値するとしてＡを付けると

いうことがあってもいいし、逆にＡをＢにということがあってもいいん

だけれども、自己評価自体を前回分科会の時からを変えてしまうという

のはどういうものなのか。自己評価はＢのままでいいんじゃないですか。 

○飯田分科会長  そのとおりですね。そうだと思います。ただ、自己評

価をつぶさに見ていきますと、評価の理由説明、いわゆる実績の欄です

ね。この中で、原案ではＢとしていたものについて理由が全然ないんで

す。前年度、前々年度でＡと評価された時の記述とほとんど同じなのに

もかかわらず、なぜ今回に限ってＢとしたのかというのは全く理由が不

明であったので、その点を問合せたところ、Ｂにした根拠が北対協とし

て今後積極的にやっていきたいと いう姿勢の表れということだけだっ

たので、それならばわざわざＢにする必要はないだろうということだっ

たんです。それで、検討をもう一度し直してみてくれということで検討

をした結果、変わってしまったんです。  

○松川専門職  基準は満足度ということでございまして、今後いろいろ

とやっていきたいことがある項目については理事長以下、協会としての

満足度が少ない、まだまだ頑張っていきたいということでＢを付けてい

たのですけれども、評価基準に照らして 17 年 度の実績がどうであった

か。今後やりたいことがいろいろあるという主観的な基準ではなくて、

17 年 度に限った実績について満足しているかどうかということに絞っ

て自己評価を加えなさいという指導を改めてさせていただいたところ、

今回のような自己評価になったということでございます。  

○飯田分科会長  もう一回申し上げますと、中身の内容についての評価

が変わったのではなくて、評価上の非常にテクニカルな点でどう考えて

もＢにしたという理由がわからないということで、今年度の実績だけに

絞って考えてみたらやはりＢでは ないのかなというので変えたという

ことですけれども、本当のところはどうなんでしょう。もしかしたら余

りＡばかり付けるのは変だから、この辺りで少しＢをつけておいた方が

いいのかなというような手加減をしたんでしょうか。  



○ 松川専門職  Ｂ を 最初につけた理由は協会として将来的に見れば重

要な課題があるということでございます。例えば、推進委員についても

教育者会議についても、今後ともまだまだ力を入れてやっていかなけれ

ばならない。その意味で満足できていない。  

 さはさりながら、今後の課題というものは 17 年 度の実績の記述には

明確に表れません。 17 年 度だけに絞って、更に左に書いてあります評

価基準という観点に従えば、人数あるいは緊密な連携の度合いというこ

とに評価の観点が絞られますので、 17 年 度にここまで達成できたこと

についてどう思うかというふうに 見方を変えればＡでもいいのではな

いかと協会ともども考えたということです。  

 ただ、 17 年 度だけではなくて 18 年度、 19 年 度、更に 20 年 度と協会

で今後何を目指してやっていきたいかとこの項目を見た場合には、果た

してこれでＡということで満足し ていいかという疑問が湧いたわけで

す。この実績欄には書けないんですけれども、いろいろ今後ともやって

いきたいことはあるという意味で 前回分科会のだいたときにはＢとい

う評価を付けさせていただいていたということです。ですから、実績そ

のものについて全く違いはなくて、満足度が 17 年 度だけのものなのか、

それとも今後のことも見据えての ものなのかというところで違いが出

たものと理解しております。  

○飯田分科会長  ということですけれども、今の朝倉委員の御指摘から

わかることは、北対協が自己評価をする際にそう簡単に変わらないよう

に、もう少しきちんとした説明なり評価を最初からしていただくという

ことですね。  

○朝倉委員  ただ、何かすっきりしませんね。Ｂと付けておいてなぜＢ

かと聞かれたら、よく考えたらＡだったというのも、何か変な話ですね。 

○飯田分科会長  おっしゃるとおりですね。  

○松川専門職  評価はこれで３年目なんですけれども、慣れているか、

慣れていないかという部分もあって、自己評価は評価基準が満足度とい

うところにゆだねられてしまう。  



 で すので、今回項目が細かくなって、 17 年 度に絞って表に明記され

た評価基準だけが国民から見てもわかる明確な基準なので、これにだけ

従って評価してくださいということを前もって、よりしっかりと共通認

識として持っておけばよかったのかと反省すべきところです。自己評価

は自己評価なのでＡにするか、Ｂにするかということだけ考えると、こ

こは全然満足できていないという 感覚でＢを付けたということがあっ

てもいたしがたない部分もあるかと思います。  

○飯田分科会長  いかがでしょうか。朝倉委員、今の説明では納得しに

くいところですけれども、今後は自己評価をもう少しきちんとやっても

らうという形で、今回は一応了ということでよろしいでしょうか。  

○朝倉委員  了としましょう。  

○飯田分科会長  そのほかにどうぞ。  

○雨宮委員  13 ペ ージの御指摘はなかったんですが、Ｂの理由を後か

ら付けられたんですよね。  

○松川専門職  すみません、漏れておりました。こちらについては日本

語講師を北方四島へ派遣しまして、その講師から意見を把握して今後の

事業改善のために活用していこう ということをやっていたのですけれ

ども、四島側のロシア人の受講者の意見については聞き取りが不足して

いたとか、軽視していたというところがございまして、今後ロシア人側

の意見もどれぐらい習熟度が上か ったのか等を積極的に調べていく必

要があるのではないかということでＢにしております。  

○雨宮委員  朝倉委員がおっしゃったように、これがＡにならなかった

のは理由がちゃんとあるから。  

○松川専門職  17 年 度限りで見ても、 17 年 度にやるべきことができて

いなかったのではないかということでございます。  

○雨宮委員  ただ、効率的に事業等が実施できたということもあって、

これではＢにした理由にならなか ったということでこの前は指摘があ

ったんだと思いますけれども、わかりました。こういう理由だというこ

とならばこれでいいかと思います。  



 た だ、やはり無理に付けたようなところは否めないですね。  

○松川専門職  Ａが完全に満足したという評価でございまして、Ｂがや

や満足という評価ということで、評価基準にはそういうふうに書いてあ

るんですけれども、北対協が自己評価として付けたところでは、Ａは文

句のつけどころが今のところ見つからないんですけれども、Ｂについて

は今後とも力を入れてまだまだや っていきたいという思いでＢを付け

てもらったというものでございますので、次回評価ではそれを踏まえて

本当に改善されているかというと ころを重視して評価が進めばいいと

考えております。  

○飯田分科会長  そのほかに何かございますか。  

○雨宮委員  もう一つよろしいですか。生前承継のところで承継実績が

減ったのでＢだったということが 18 ペ ージにありましたね。これは増

えた方がいいのか、減った方がいいのか。増えた方がよりいいという話

ではないような……。  

○松川専門職  そうですね。そこはそのとおりなんですけれども、全体

として融資対象者が 8,000 名 少しおりまして、そのうち生前承継をされ

ている方はかなり少ないという事実がございまして、制度そのものを御

存じない方がいらっしゃるのではないか、実態として生前承継をできる

ための要件を満たす方はどれぐら いいるのかということ等がまだしっ

かり把握できていないという状況であると思います。  

 それで言いますと、毎年同じぐらいの水準で承継が進んでいけばいい

のかなとは思っているところなんですけれども、一応この４年半、今次

の中期目標の中では周知徹底を図 ってその利用を促進する時期である

という目標にしていますので、減ったということを理由にＢにさせてい

ただいているところです。  

○ 雨 宮 委 員  ち ゃ ん と周知徹底しているかどうかというところの判断

であればよろしいのですけれども、単に人数が減ったからというのはち

ょっとおかしいかという気もいたします。ですから、今後この評価をす

るときにどこに視点を置くかだと思うんですけれども、人数が毎年同じ



ぐらいならばいいという話ではなくて、恐らくだんだん亡くなられた方

が多くなって、それを継ぐ方もいなくなるというケースもあるわけです

から。  

○松川専門職  そうですね。ここに書かれていますとおり原因の分析と

いうところで、広報啓発が不十分なのか、あるいは本当に承継の要件を

満たすものがぎりぎりいっぱいで、これ以上増やしようがないのかとい

うところの結論を出してから御報告というか、説明をさせていただきた

いと思います。  

○飯田分科会長  今後の検討課題ではありますね。非常に重要なところ

だと思います。  

 いかがでしょうか。そのほかに何かございますか。  

 なければ、この項目別評価表について委員の方々から直接北対協の方

へ質問をするということもあると思いますので、ここで北対協の職員の

方々に入室していただこうと思います。よろしくお願いします。  

（北対協関係者入室）  

○飯田分科会長  それでは、北対協の皆さんにもし委員の方々から御質

問なり説明を求めることがござい ましたら御発言いただきたいと思い

ます。  

○朝倉委員  念のために、ＡとＢとに揺れた辺りをもう一度聞いておこ

うかなと。  

○飯田分科会長  ただいま私どもの審議の中で、自己評価が最初にＢだ

ったものがＡに変わってきたものが結構あるんですけれども、どの辺に

その理由があったのかということを話していたところです。  

○井上理事長  前回も適切な御指摘をありがとうございました。その後、

相場ということも含めましていろいろ検討させていただきました。  

 今 、御指摘のあった前回Ｂで今回Ａになったものが２項目あると思い

ますが、１つが推進委員の配置状況という項目です。前回御説明しまし

たのは、この制度が発足してから既に 30 年 ぐらいたっているのですが、

かなり任期の長期化が進んでいるということで、合わせてそれは委員の



高齢化ということに繋がるわけですが、今後とも比較的長期にわたって

取り組まなければいけないとすると、円滑な世代交代を行わないといけ

ないということが将来的な課題と して潜在的にあるかなというのが基

本的な問題意識でございました。  

 ただ、それをこの評価基準に照らしてＢにするというのはやり過ぎだ

という御指摘ですので、そういう温かい御配慮であればそのとおり直さ

せていただきたいということで直したものでございます。  

 ただ、今、申しました任期の長期化が進んで、それに伴って高齢化が

進んでいる。円滑な世代交代が必要だということにつきましては、評価

に関わらず今後の運営の中で考え ていきたいと思っているところであ

ります。  

 ２点目は９ページの教育者会議の点だったと思いますが、これは前回

も御説明しましたとおり、独立行政法人になったときから取り組んだも

のでして、全体とすれば順調に設立が進んできていると思っています。 

 ただ、自己評価をあえてＢとしましたのは、前２年度が 10 県 の設立

をした。ところ一方で 17 年 度が３県の設立になって、いわば急減した

というのが背景としてあります。これは当初からなかなか容易なことで

はないので一律にはいかない。よって、むしろ平成 15 年 度、平成 16

年 度 が 思った以上にテンポが早か っただけということはかねて御説明

したところでありますが、 10 県 、 10 県 で３県、減少として急減したこ

とは間違いないので、そこをとらえて今後どうするか、どういう考えで

いくべきかという見直しをするということも含めて、Ｂという評価で当

初出したわけでありますが、それでは全体をＢと悪く評価するのかと言

われますと、設立全体と見れば順調という状況をみてＡに戻すというこ

とが適切かということでＡに戻させてもらった次第であります。  

 前回から今回も余り明快ではありませんが、そのようなところで御理

解いただければありがたいと思います。  

○飯田分科会長  ありがとうございました。朝倉委員、今の御説明でい

かがでございましょうか。  



○ 朝倉委員  自 己 評 価はＢのままでもよかったんじゃないかという気

がしておりますが。  

○飯田分科会長  つまり、皆さんもそうなんですけれども、協会の自己

評価がこうであって、それに対して我々の評価が違うということがあっ

ていいんじゃないか。無理して変えていただく必要はなかったんじゃな

いか。我々としては、変えていただきたいという意向はないんですけれ

ども。  

○井上理事長  わかりました。ここは細かいプロセスはよくわからない

んですが、変えた一番の理由は評価基準があらかじめ決まっておりまし

て、かなり今の２点については限定的に評価基準が出ていることかと思

います。  

 例えば、５ページの推進委員について言いますと、配置人数は適当か、

各機関の連携は密接に行われたか。それに対する実績としてはここに書

いてあるとおりでありまして、先ほど申しました任期の長期化というの

はこの評価基準という点から見ると評価しなくていい。つまり、違う基

準を入れ込んだ形でＢにしてしまったのかという御指摘もあり、それで

は国民にとってむしろ分かりにくい。そういうことを踏まえて、それな

らば前の評価を撤回させていただ くということでやったわけでありま

す。  

 ただ、今後のこともありますけれども、ＡとＢをどう考えるかという

ことについてはもう少し明快な基準といいますか、考え方が整理された

方が好ましいと私自身も思います。その辺りはひとつよろしく御検討を

していただければありがたいと思います。  

○飯田分科会長  ありがとうございました。  

○ 朝 倉 委 員  ９ ペ ー ジ の 教 育 者 会 議 の 設 立 に 関 す る 評 価 基 準 で す が 、

「計画どおり設立されたか」とあります。この「計画どおり」というの

はどういう意味なんですか。  

○井上理事長  年度計画には県数は書いていないのですが、年度当初の

会議や年度内の会議の場において、今年度中に設立するという意思表明



をした県民会議が３県あり、これについては、予定どおり設立されたと

いうことです。  

○ 朝 倉 委 員  少 な い 人数で働きかけというのも確かに難しい面がある

んだろうけれども、やはり数字の減少も気になりますね。10、10、３と

……。  

○井上理事長  それは、実際にできるかどうかというのは必ずしもわか

らないと思っているんです。この前もお話をしたかもしれませんが、先

生たちの環境は非常に長期で言い ますと平成４年に学習指導要領が変

わりまして、国土主権あるいは日本について具体的なケースとして北方

領土問題があるというようなこと がその前の指導要領に比べて非常に

明快になりました。したがって、先生たちの意識としても北方領土問題

を取り上げなければいけないとい う意識が大変強くなってきていると

思います。  

 ただ、御案内のとおりいろいろな教育委員会もありますし、それから

組合の状況もありますので、その辺のところは各県一律ではないことも

事実であります。特に現在の状態でいきますと、地域的には関東から東

が悪いという結果になっています。九州は大変いいという地域性がかな

りはっきりしていますので、場合によるとそれはそういうバックにある

状況を反映したものかなという気がしないでもいたしません。  

 したがって 10 県、10 県、３県という数が表していることは事実です

が、だから次に 10 県 に戻すべきか、あるいは戻るかというと努力はい

たしますが、なかなか難しいところもあるかなという気がいたします。 

○ 飯 田 分 科会長  こ れ に ついては私も実はＡ評価にしたんですけれど

も、それは最初の１、２年の場合は県によって組合のこともあるんでし

ょうが、考え方に相当ばらつきがありまして、やはり労働交渉とか、国

境線を変えるとか、どういう要求をするかということに対して日本の協

議会の中にも相当抵抗感があって、ナショナリズムを前に出すというの

はよくないというような考え方もかなり根強くあるんですね。  

 ですから、最初の１、２年に設立された県というのは逆にそうではな



くて、積極的にこの北方領土問題に教育の中で広げていこうという意欲

のあるようなところだと思います。だけど、その後、残ったところは今

言ったようないろいろな問題を抱えていて、そうスムーズにいかない。 

 私の感じでは、今後は 10 県 、10 県 などというのはとてもいかなくな

ってペースが鈍っていくだろう。だけど、それにしても着実に増えてい

るんだから、やはりこの教育者会議という発想自体が非常に評価される

べきものだと考えて３件でも結構な実績ではないかと思って、私の場合

はＡにしたんです。  

○井上理事長  一番設立が遅れているところのネックは、教育委員会と

校長先生たちの理解だと思うんです。  

 １つには政治活動ではないかという懸念が非常に強いようです。教育

は政治から中立でなければいけな いというのが戦後の教育界では徹底

されているようですので、ここが一番ネックかと思います。もう一つは、

右翼ではないかという辺りですね。３番目が、文科省から別に指令がき

ていない。教育指導要領にちゃんと書いてあるじゃないかという話はす

るのですが、そんなところがある程度各県に共通する理解の進まない原

因かと思います。むしろ組合との関係は、直接話を聞くことはなくなっ

ています。  

○朝倉委員  状況はよくわかりました。了承いたします。  

○飯田分科会長  ほかにいかがでしょうか。  

 15 ペ ージの署名運動に関する実績なのですけれども、これは先ほど

松川さんも御指摘のように分科会 の評価でも項目で唯一Ｂになってい

るところなんですね。これは数字などを見ていくとかなり顕著な減少傾

向がはっきり出ているということで、返還運動の大きな流れの中ではや

はり非常に警鐘を乱打される。乱打と言うと大げさだけれども、やはり

懸念すべき事項に違いはなく、この辺はどういうふうに解釈したらよろ

しいでしょうか。  

○ 井 上 理 事 長  私 は 実はここの部分は項目もＢになったので少し困っ

ていたところなのですが、100 万 を初めて切ったということは一つのゆ



ゆしき結果であることは間違いないと思います。ですから原因等の分析

が必要だという認識は十分持っています。  

 直感ですけれども、原因で一番大きいのは個人情報保護法だと思いま

す。今、署名を集めるときに無人署名台によるものが多いんですね。そ

れで、 40 名 連記になっていますので、そういうものを無人で屋外ある

いは屋内の公共施設に置くことに ついて個人情報保護法上どうかとい

う照会に対して相当消極的な返答がきています。したがって、やる方と

すればあえて危険といいますか、リスクを冒してまでもという感じが非

常に強く出てきている。  

 それと同時に、実は署名運動はかなりつらい作業でもありまして、昭

和 40 年 から始まって 40 年 たっている。具体的にこれはどういう意味が

あるんだろうかということについて、いろいろな考え方が出ているとこ

ろでもあります。  

 ですからあからさまに言いますと、そういう点でかなりつらい活動で

あって、 40 年 続いて先行きどういう意味付けをしていくかが必ずしも

はっきりしないという点がある。そこに個人情報保護法という形で消極

的な意見が出てきたものですから、ある意味ではそれをきっかけにして

活動が大幅に鈍ったというところがあると思います。  

 署 名 活 動 というものを日本の返 還運動の中でどう位置付けるかとい

うことですが、多くの人たちの意見を大胆に集約すれば、何か新しい別

の方法があるのならば変えていっ た方がいいんじゃないかということ

です。 40 年続けてやってきて、累計でいきますと既に 8,000 万 人近く

なっています。ただ、8,000 万 と言っても、それは全日本人口の３分の

２という意味ではないわけですし、一体 8,000 万 というのはどういう意

味なのかよくわからなくなってきているというようなこともあって、別

のいい活動があるのであれば移っ た方がいいのではないかというのは

かなり強い意見だと思います。ただ、残念ながら他にやるべきものがな

かなか見つからないということで、今の状況になっているという感じが

いたします。  



 余 りよい回答にならないのですが、そういうことで署名数が 100 万 人

を切ったのは今、飯田先生からも話がありましたように一つのあるエポ

ックだと思いますので、十分に分析をしたいと思いますが、これを増や

すように、100 万 以上に戻すように方向づけしていくのか、あるいはそ

ういう形でコンセンサスが得られるのかということになると、必ずしも

そういう見通しは確言できないというのが今の状態だと思っています。 

○飯田分科会長  平成 17 年 度実績は、その１年前に比べて 20 万 人減と

いうことですね。しかも、 17 年 度というのはまさに日魯通好条約署名

150 周 年という歴史的な年で、そのときにプーチンがやってくるという

のでマスコミなどを通じても非常に期待感が盛り上がったり、力を入れ

ていたはずなんです。内閣府もそうだったと思います。  

 それにもかかわらず 20 万 人も減ってしまうということは、署名運動

のやり方がどうとかということよりも、国民世論としてかなり北方領土

問題に対する関心というのは変わってきているんじゃないか。私などは

そういうふうな取り方をしています。  

 その背景として今、井上理事長が技術的な問題をおっしゃっています

けれども、私はむしろ政府の政策、特に外務省の対ロ政策がここ数年大

変な混乱を来していたし、北方支援事業をめぐって外務省と三井物産な

どの不祥事というようなこともあり、かなり国民の間に失望感や不信感

が出てきているのではないか。そういう点で、私は非常に危惧している

んです。  

 ですから、むしろこの 10 年 間で相当定員が減ってきているというこ

ともありますから、北対協事業の中で世論啓発の一環として私がよく指

摘するのは国際シンポジウムの問題などを含めて、ああいう中で学者先

生が対ロ政策やロシア情勢や、あるいは領土問題についていろいろ御見

解を検討したりするのも結構なんだけれども、こういうことについても

う少し調査をするとか、どうしてそういうふうに低減していっているの

かとか、何か歯止めをかけられる手立てがあり得るかを検討することが

必要なんじゃないかと思います。  



○ 井上理事長  先 ほ ど困ったなと思った背景で申し忘れたことが１つ

あり、これは最初のころから申し上げていましたけれども、この署名活

動自体と北対協との関係ですが、北対協が旗を振ってやる、依頼してや

る、あるいは指令してやるという関係には全くなっていませんで、基本

的に各団体の自発的な活動として 北方領土問題の取り組みに当たって

署名活動をやるというのが実情です。  

 うちとの関わりでいきますとそこに書いてありますとおり、経過から

言って千島連盟という元島民の団 体がその署名の取りまとめをしてい

ます。その取りまとめに対して支援するというのがうちの直接的な関係

でありますので、この数字自体に対して直接アメとかムチとかやる立場

にないということと、そういう性格のものですから余り数値目標的なも

のを立てて各団体を督励したりし ても必ずしもいい結果は出てこない

という感じがいたしますのでその辺もどう考えたらいいか、ちょっと複

雑な感じがいたします。  

○飯田分科会長  そのほかに何か御質問がございましたらどうぞ。特に

ございませんか。 それでは、また御面倒でございますけれども、一た

ん退席していただきます。  

（北対協関係者退室）  

○飯田分科会長  それでは、項目別評価表については分科会として以上

のようなことで確定したいと思います。よろしいでしょうか。  

 それでは、そのようにさせていただきます。  

 次に、総合評価表の審議に移らせていただきます。事務局に、またも

う一度御説明をお願いします。  

○松川専門職  項目別評価表を取りまとめた総合的な評価表、資料３で

ございますけれども、１点目は業務運営の効率化に関する事項ですが、

これにつきましては一部委員からは懸念が示されるほど一般管理費、業

務経費ともに中期目標計画に沿った、あるいはそれ以上の削減効率化を

進めておりますので、これについては評価できるものと考えております。 

 ただ、総務省の審議会である政策評価・独立行政法人評価委員会の方



からは、経費削減されたということはわかるのですが、何がどれぐらい

どういうふうに経費が削減された のかということが評価表からはよく

わかりませんという指摘がありましたので、ペーパーレス化による文書

購入費の削減ですとか、啓発事業における節約というふうに何がどれぐ

らい減ったかという具体例も一部 紹介させていただいているところで

ございます。  

 特 に 飯 田 先生からいつも御意見 をいただきます国際シンポジウムに

つきましては、大幅に見直すことによって前年度比半分程度経費縮減を

図って、かつ参加者から積極的な質問等をいただけるように国民参加型

のシンポジウムにしていこうという意味で、効果についても配慮をした

ところでございます。  

 次に、国民に対して提供するサービスということで北対協が行ってい

る事業全般についてでございますが、世論の啓発につきましては報道等

でも言われてますけれども、北方領土問題をめぐる内外の状況というの

はロシアの態度の硬化等によって 一段と厳しさを増しているところで

ございます。そうした状況の中で教育者会議の設立が少しずつ進んでい

ることですとか、次の世代の啓発という方向を目指しているということ

で、行動が一部実りになっていっているという結果については評価でき

るのではないかと考えております。  

 ただ、インターネットを使用した広報啓発については、そういう次世

代向けという観点から、情報の発信基地という役割のより一層の発展を

目指しまして、よりコンテンツに関しては工夫をしていっていただきた

いということでＢとさせていただ いたのは先ほど説明したとおりでご

ざいます。  

 また、ビザなし交流につきましてもある程度実績がたまってきまして、

始まった当初は領土問題の存在す ら知らなかったロシア人などがいた

中で、相互理解が深まってきた点というのは評価したい。  

 ただ、四島側の要望というものを先ほど述べたとおり積極的に反映す

る必要がありますので、日本語講師派遣についてはＢ評価としておりま



す。こういう専門家派遣につきましては今後とも力を入れていくべき分

野かと思っていまして、交流事業の多様化に向けた取組についてはやは

り努力をお願いしたいということ で分科会長とも相談させていただい

たところでございます。  

 次に調査研究についてでございますが、これについては先ほど述べた

とおり国際シンポジウムが費用対効果の観点から見直された点、あるい

はグローバル化、ボーダレス化が進むＥＵを見習って、領土や国境にこ

だわる必要はないのではないかと いうような考えも教育者中心にあっ

たと聞いておりまして、これを誤解であると説得できるような論文を公

表したというような実績もありますので、評価できるのではないかと思

います。  

 次に、元島民の方々に対する援護についてです。冒頭の署名は今いろ

いろとお話がありましたが、指標の一つでございますので現象の原因は

どういうことかというところをま ずは調べる必要があるということで

ございます。  

 次に融資事業、旧漁業権者法による貸付けの実施でございますが、こ

れについてはリスク管理債権、総務省からいつも指摘がありますけれど

も、年々減少しておりまして、それが維持できているということを高く

評価しております。  

 また、貸付業務について、いわゆる行革推進法によって今年度中に見

直しの方針を立てるということを 強く求められているところでござい

ますけれども、見直すべきところは見直して、今後ともやはり必要な事

業であることは間違いないと考えておりますので、適切な運用をすべき

ところはそのように努めていただきたいと考えたところでございます。 

 また、中期目標、中期計画に今年度からリスク管理債権の削減につき

ましては数値目標を新たに盛り込みましたので、これに沿って評価を行

えたということは、昨年度総合評価表で書かせていただいた「指標を明

確にする」という課題にもきちんとこたえられたのではないかと思って

おります。  



 次 に予算あるいは短期借入金、剰余金に関する事項ですが、計画どお

りに当協会については予算、費用を縮減されておりまして、これまでの

評価においては実際の削減額の根拠、金額や何を削減したかというとこ

ろが不明確ではあったのですが、今回の評価では具体的な削減項目等を

示させていただいたということは冒頭で述べたとおりでございます。  

 また、財務諸表についても今年度の評価から、より細かく適宜分析を

した結果も掲載させていただいておりますので、透明性の向上に向けた

努力は続けられているということ が明らかではないかと考えておりま

す。  

 次に人事に関してですが、前回の分科会で指摘を受けたということも

ございまして、総合評価表の方に反映させていただきました。最小規模

の人員の中で更に２名削減するという義務がございますので、これを踏

まえて今後ともその組織の在り方に留意しつつ、履行しなくてはならな

いのかなと思われているところでございます。  

 また、先日、総務省の方から、国家公務員に比べてどれぐらいの給与

水準にあるかという観点で全独立 行政法人の給与水準が公表されまし

たけれども、北対協は、国家公務員を 100 と した場合、給与水準が約

94 で ありまして非常に低い部類に入る。この特性をかんがみれば、こ

れ以上規模の縮小ですとか人員圧 縮ということには慎重であるべきと

いう意見も各方面からいただいておりますので、そういう点には事務局

ともども気を付けながらやっていきたいと考えております。  

 法人の長、理事長と専務理事に当たるかと思いますけれども、業務運

営状況としてこういう厳しい中にあって、次世代に向けた活動を積極的

にやっていただいている。また、融資業務を取り巻く環境として見直し

の中でいろいろとやらなければならないことが増えていますけれども、

そういった中、数値目標を導入する等、積極的に健全な融資業務の運営

に努力していただいているという ことで評価をさせていただいており

ます。  

 幾つかＢはあったのですけれども、総務省あるいは当分科会から指摘



を受けた点についてはすべて対応しておりますし、ＣやＤもなく昨年よ

り大幅に項目を細かくしたにもかかわらず、努力が明らかに見えるとこ

ろでございますので、総合的にはＡの評価が適当かと考えているところ

でございます。  

 私の方からは以上でございます。  

○飯田分科会長  ありがとうございました。今の事務局の説明でござい

ますけれども、委員の皆さんから御意見がございましたらお願いいたし

ます。  

○朝倉委員  ２ページの一番上の箱の一番下の「なお、中期目標」以下

云々ですが、「これに沿って評価が行えたことは、評価の在り方が進展

したものであり」と、この辺を読むと評価の主体がだれなのかという感

じがするんです。これだと、これは分科会の立場から書いているのか、

だれの立場から書いているのかわからないんです。これは分科会として

出すものでしょう。「これに沿って評価が行えたことは」というのは主

語がよくわからないんです。そもそもこんなものは要らないんじゃない

ですか。数値目標を新たに盛り込んだのは政策評価・独立行政法人評価

委員会云々とつなげちゃっていいんじゃないですか。どうも自己評価の

話なのか、こちらの話なのか、これだとちょっとわからないんです。  

 その関連の表現で言えば、その次の箱の２行目の「今回の評価では」

という「今回の評価」という言葉もどの立場の評価なのか。  

○松川専門職  評価の主体は分科会、ひいては内閣府の評価委員会でご

ざいます。  

○飯田分科会長  これは、評価対象である北対協の業務実績に対するコ

メントであるべきものですね。評価するのは我々委員の方ですから。  

○朝倉委員  やや修文の必要がありますね。  

○飯田分科会長  いかがでしょうか。私もそんな感じがします。そのほ

かに、何かございますか。  

 これはどういうことでわざわざ入れたんでしょう。  

○松川専門職  １つは前回といいますか、昨年度ずっと政策評価・独立



行政法人評価委員会の方などから 数値目標を入れろというような指示

がきておりまして、北対協にはそういうふうに中期目標・計画の中に数

値目標を盛り込んでもらいました。評価の方法としても分科会そして協

会も引っくるめて対象として指示がきたものと考えて対応しました。そ

の上で指示にそって評価をさせて いただいていますということを明記

したということでございます。  

○飯田分科会長  中期目標に入れろというのは……。  

○雨宮委員  質問なんですけれども、２ページの人事のところですが、

これに対して反対意見ということではないのですが、下から２行目で国

家公務員の給与水準を 100 と した場合、当協会の運用水準が 94 で ある。

そうかなと思いましたが、「法人の特性を鑑みれば、これ以上の規模の

縮小には慎重であるべきとの意見も多い」というのはだれが言っている

んですか。意見が多いというのは、ここの分科会が……。  

○ 松 川 専 門 職  前 回 の分科会でそういう意見を承ったというふうに記

憶しております。  

○雨宮委員  というのは、もう一つ、それぞれの独立行政法人との比較

もありますね。そこは入っていないんですか。  

○松川専門職  公務員と比べた場合で、独立行政法人全体の平均が 107

で ございました。報道等は公務員と比べて独立行政法人の方が給与水準

が高いということで批判的なスタンスになっておりまして、その中で独

立行政法人の平均と比べても、あるいは国家公務員と比べても北対協に

ついては随分と給与水準が低い。ここについては既に達成していますの

で、そのほかの独立行政法人と横並びで更に削減というふうに言われま

すと、非常に厳しいものがありますということを書かせていただいた次

第です。  

 ほかの、例えば内閣府の独立行政法人の給与水準についてきちんと横

並びで見せた方がいいというのであれば、もちろん皆様内閣府全体の評

価委員でもあらせられますので、それは内閣府で独立行政法人全体を取

りまとめている部署に申しまして きちんと資料の方を明示させていた



だくということは可能でございます。  

○雨宮委員  実はほかの独立行政法人の評価委員もしていまして、お辞

めになる方の退職金の金額についても問題になりまして、ほかと比べる

と低いのだからそれでいいというふうに結論づけていましたので、ほか

と比べて、あるいは公務員と比べていいかどうかということは一つの指

標だとは思いますけれども、実際に役員の仕事の内容、それからこうい

うふうに努力したとか、特徴があるということを指摘した上で給与水準

というのは決まるのではないかと思っているんです。  

 別に批判をするわけではないのですが、特にわざわざ民間の評価委員

会を設けたというのは、その意味であるのではないかと思うんです。独

立行政法人は必ずしも国家公務員ではないんですから。そういう意味で

はこういうふうに書かれると、ではそれが 100 で 94 だ からこちらはい

いんだというふうに言われるのは、民間人から見るとおかしいと指摘さ

れるようなことになるのではないかと危惧します。  

○ 松 川 専 門 職  も ち ろん法人の仕事の質をかんがみた評価でございま

すし、まさしく現在この分科会が業務の評価を行っているわけでござい

ますので、今までの評価表ですとか、実績の報告書を見まして、公務員

が 100 で 94 だ としても仕事からみればまだまだ高いのではないかとい

う御指摘があれば、それは事務局、協会ともども真摯に受け止めさせて

いただきたいと思います。またこれ以上の賃金削減が不可能だというこ

とであれば、それはきちんと先生方に理由を説明する責任が生じてまい

ると思います。  

○雨宮委員  そういう御説明を求めているのではなくて、こういう書き

方で納得されるかという話だと思うんです。  

○ 飯 田 分 科会長  今 の 雨 宮先生の御指摘で私も気付いたんですけれど

も、文章的にも非常に具合が悪いんです。  

 １つは今、雨宮先生が指摘されたように、給与水準が低いというのは

確かに北対協の人は大変だなとい うのはにじみ出てきてわかるんだけ

れども、それが北対協の人員の規模と直接関わる問題ではないから、こ



こは結び付かないということです。  

 そ れから、先ほど御指摘があったように、これはどこの意見なのか。

「意見も多いところであり」という書きぶりは、何となくマスコミ報道

か評論家の意見みたいな感じで、第三者が見ているんだけれども、そう

ではなくてこれはあくまでもこの 分科会の評価を記述するところなの

で、「意見も多いところであり」というのはどうか。きちんとした考え

方で、一体評価委員会はどういうふうに考えているのか、分科会はどう

考えているのかというところがち ゃんとわかるような記述にしなけれ

ばいけない。その２点で全体的に文章が整理されていないような気がし

ます。  

○出塚委員  法人の特性というのは何なんでしょうか。  

○飯田分科会長  法人の特性ということで本当に言いたいのは、前にあ

るいわゆる外交上の取り決めなどで業務の在り方が縛られているとか、

さっきの駐留軍の話ではないけれども、そういうようなことだとか、そ

れから相手の国があって交渉を背負っている。本来、返還運動の盛り上

げをやっていることが北対協の仕事なんだけれども、どうしてもそこで

切り離されない問題があるという ようなことを言っているんだろうと

思うんです。  

 だけど、やはりちょっと……。  

○出塚委員  言葉足らずな感じがちょっとします。  

○上野委員  あとは、人事のところは前段の上の３行で最後に「と聞い

ている」となっているんですけれども、ここは書きぶりとして少し変な

気がするんです。多分ここの委員会での趣旨としては、５％以上の人員

削減を行わなければならないが、ここは 21 名 だから２名の削減を行わ

なければならなかった。それは実質 9.5％ だからかなり努力しているん

だということですね。「と聞いている」というのは変なので、もう少し

直した方がいいと思います。  

○飯田分科会長  では、これはまた事務局で御意見を反映するような形

で修文させていただくということでいかがでしょうか。  



 ほ かにはいかがですか。  

○朝倉委員  次の法人の長等のところですが、２行目のおしまいの方に

「また自らビザなし交流」云々とありますね。洞察力のある視点で何と

かを分析と、こういうことを書かれて理事長は非常に落ち着かないんじ

ゃないですか。逆に極論すると、分科会としての客観性に疑いを持たれ

かねない。ほめ過ぎじゃないですか。  

 立派なことだと思うんですよ。思うけれども、ちょっと見方を変えれ

ば理事長が北方領土まで行って視 察するのは当たり前のことじゃない

かという意見もありますね。私なんか腰が重いから偉いものだなとは思

うけれども、しかしやはりこの一文はなくてもいいんじゃないですか。 

○飯田分科会長  これは、私がほめたんですね。だからその辺は採用し

なくてもいいんですが、これは私の個人的な感触なんです。従来の北対

協の理事長というのはかなり外務省の言いなりになってしまっていて、

今の井上理事長は自分の目で自分 の考えでかなりやっているなという

ことが随所に出てきているんです。この間、ビザなし交流で見てきたと

いう北方領土の話なども、ああいうふうな形では従来なかったんです。

ですから、ついそういう個人的な印象が入ってしまったんです。  

○ 朝 倉 委 員  そ の 前 までの文章で十分具体的な部分も評価しているわ

けですから。  

○飯田分科会長  そのほかにございますか。  

 なければ、ここでもう一度北対協の職員の方々に入室していただいて

質問を受けていただき、議論したいと思います。  

（北対協関係者入室）  

○飯田分科会長  度々恐縮でございます。それでは、北対協の皆さんが

おそろいになりましたので、委員の皆さんから何か説明を求める、ある

いは御質問がございましたら御発言願います。  

○ 朝 倉 委 員  業 務 運 営の効率化で結構わからない点があるので教えて

ほしいんですが、会議時間の短縮、パネリスト参加数の縮減、東京会議

の廃止とありますね。東京会議というのはどういうものだったのかを教



えてもらいたい。四十何％も経費を節減したというのは誠に結構なこと

なんだけれども、一方ではこの事業の性格は縮小すればいいというもの

ではないんです。なくした方がいい独法もいっぱいあるけれども、そう

いう絡みで廃止してしまったというものが縮小再生産的な側面、要素は

持たないのかどうか。単なる効率化ということだけで済むのか。東京会

議そのものがよくわからないものですから、それを含めてお願いします。 

○井上理事長  国際シンポジウムは 85 年 からですから 20 年 以上の歴史

があるんですけれども、最初の 85 年 といいますのはゴルバチョフの登

場した年です。したがってソ連が少し動き出しているということで、ヨ

ーロッパ、アメリカのソ連研究者を呼んで始めたのが最初です。その当

時からシンポジウムと東京会議と いう２つの構成でやっていてシンポ

ジウムはいわば一般大衆講習向け、東京会議は当時３人くらいの専門家

を集めてきていましたので、日本のソ連研究者ないしはジャーナリスト

などを含めてクローズドで話をするという位置づけでやっていました。 

 そういう形でずっときていて、私が来てからも４回ばかり出たのです

が、だんだん形骸化してきたというのが事実であります。それで、数年

来この分科会での御指摘もありましたので、専門的な部分での意見交換

というよりも啓発効果、一般の国民を対象としたものにシフトするとい

うことで、呼んでくる人たちも余り専門家というよりも、例えばジャー

ナリストなども含めてロシアでも 発信力のある人というようなことで

人選を進めるように思い切って変えました。  

 そういうようなこともあり、また専門家の人数も３人から１人に減り

ましたので、専門家を集めての東京会議というのは廃止した方がいいん

じゃないだろうかということで廃止したわけで、規模は小さくなりまし

たけれども、目的を２つ持っていたものを１つに減らした。ただ、減ら

すだけの合理性はそれなりにはあったかと私自身は思っています。  

○飯田分科会長  ほかに何かございますか。  

 それでは、質問もないようですし、私どもの間でいろいろ意見交換を

やりましたので、再度御退席いただきまして待機していただきますよう



よろしくお願いいたします。  

（北対協関係者退室）  

○飯田分科会長  それでは、総合評価表について私ども分科会としての

評価をここで確定させていただこうと思いますが、よろしいでしょうか。

また、業務運営上のさらなる改善点とか、そのほか勧告すべき点がござ

いますか。  

 な いようでございますので、そのようにさせていただきます。また、

いろいろと委員の皆さんから御意見が出されましたが、その御意見を反

映させる形で項目別あるいは総合 評価表について修文をさせていただ

きますが、修文については分科会長に一任ということでお願いいたしま

す。ありがとうございました。  

 本 日、確定いたしました分科会としての評価でございますけれども、

これについては先ほどの松川さんの説明でもありましたとおり、共管先

である農水省の評価委員会からまだ意見が届いておりませんので、今後

農水省の評価委員会の意見も踏ま えて若干この結果については修正さ

れる可能性もございます。御了承ください。  

 そして、その修正を経た最終案については、今月の 28 日 の内閣府評

価委員会で私の方から報告をさせていただきます。また、その評価委員

会で最終的にこの評価が確定いたしますと、これを北対協と総務省双方

に通知することになっております。通則法によりますと、総務省の方へ

の通知と同時に分科会の委員の皆 様にもその旨を報告することとなっ

ていますので、よろしくお願いいたします。  

 次に財務諸表等についてですけれども、これについては通則法の規定

で財務諸表等を主務大臣が承認す る際には評価委員会の意見を求める

ということになっておりますので、前回の分科会で申し上げたとおりこ

の問題にお詳しい専門家の出塚委 員に前もって財務諸表等の案を御検

討いただいて、その上でお諮りしたいと思いますので、出塚委員よろし

くお願いいたします。  

○出塚委員  財務諸表については、独立行政法人会計基準に従って作成



をされております。この中で、事業内容がよく理解できないという部分

があって、実績報告書の中でそこのところを事業別に整理していただい

たのが 78 ペ ージです。事業の内容ごとに整理してございまして、この

方が内容はよくわかるんです。  

 財務諸表の 18 ペ ージを見ますと事業内容の並べ方が、これは会計基

準に沿っているつくり方ですから、これはこれで基準に沿ってつくられ

ているということでいいんですけれども、前回からその内容を事業別に

整理できないかということで整理 してもらったのがこの実績報告書の

78 ペ ージです。  

 それらを比べてみても、特別私の方で指摘するようなことはございま

せん。 63 ペ ージにあずさ監査法人からの監査報告書もいただいていま

すので、特段私の方で指摘するようなことはないです。  

○ 飯 田 分 科会長  出 塚 委 員から今そのような御報告を伺いましたけれ

ども、これについていかがでしょうか。特になければ、分科会としてこ

の財務諸表を了承させていただくということにしたいと思います。よろ

しいですね。  

 ありがとうございました。なお、前回７月 24 日 の第８回分科会の議

事録がまだでき上がっておりません。間もなくでき上がり次第、各委員

に概要について意見の照会をさせていただきます。その際、特に御意見

がなければホームページで公表させていただきます。  

 それでは、最後に平成 18 年 度中の組織、業務の見直しに関する当初

案を、まとめてくださいました事務局から説明していただきます。お願

いします。  

○ 松 川 専 門 職  資 料 ５から７が見直し当初案ということでございまし

て、この月末に主務大臣、内閣総理大臣と農林水産大臣でございますけ

れども、そちらから総務省と内閣官房の行政改革事務局の方に提出され

る見直しのメニューというようなものでございます。こちらについては、

念のため先生あるいは協会の方に意見を聞きつつ、事務局の方で作成し

たいということで、まずは第１弾ということでまだ確定したものでは全



くございませんけれども、ここで紹介をさせていただく次第でございま

す。  

 資料５の方が一覧表ということで、このほか法人名と書いてある欄に

は北対協以外の法人がどんどん並んでいく。全省庁を取りまとめること

になっていますので、並んでいくことになるのですが、「法人名」ある

いはその「組織形態の見直しに関わる具体的措置」ですとか方向性、「事

務及び事業名」をそれぞれ法人ごとに記入しまして、事業について廃止

もしくは統合、移管、その他、どういう措置をとっていくのかというこ

とが一覧表の形でわかるようなものになっております。こちらは簡単に

取りまとめたものなので、詳細を記させていただいた表で説明をしたい

と思います。  

 資料６をごらんいただけますでしょうか。こちらの方は整理表という

ものでございまして、北対協がどういうものであって、事務事業として

どういうものを行っていて、それぞれどう直していくのかということを

書いたものでございます。  

 １枚目に書いてありますのは法人の沿革ですとか概要ですので、具体

的な見直し内容としては２ページ目からでございます。２ページ目をご

らんいただきますと、御案内のとおり北対協の事務及び事業としては広

報啓発、調査研究、元島民等への援護業務を行っております。この中で

中心的に見直すのが融資等業務とされておりますので、１つには需要が

減少している貸付けのメニューに ついては次期中期目標期間中に廃止

を含めた重点化を検討すべきではないかということを考えております。 

 下に表がございますけれども、大きく分けて事業資金と生活全般に向

けた貸付けメニューがございまして、その事業資金を個人向けと法人向

けに分けますと、元島民等を中心とした法人が少なくなってきているこ

とを背景としまして、法人向けの貸付けの件数がほかの資金と比べて随

分少ないということがありますので、これについては今後検討の土台に

載せていきたいと考えております。  

 また、融資事業についてリスク管理債権、これは常々言われているこ



となのですけれども、その削減を図るよう融資条件等を変更していくこ

とができればと考えています。これについてデータ的にお示ししました

のが３ページ目でございます。先ほど事業のための資金と生活のための

資金に貸付けを分類いたしましたけれども、事業のための資金につきま

してはリスク管理債権率が 0.82％ 、 0.87％ と推移しておりまして、こ

れまた非常に低い。ところが、生活資金については生活資金、更生資金

と、ある意味では生活を保護するための資金があることや、あるいは住

宅資金のように大口の資金を貸し 付けていることからリスク管理債権

比率というものが比較的高くなっております。ですので、生活資金につ

いて重点的に貸付けの条件を今後 どういうふうに見直せばいいのかと

いうようなところから検討を始めまして、各種対策を講じたいと考えて

おります。  

 次のページをおめくりいただきまして、業務のほかにやはり組織形態

についても業務組織全般の見直し ということですので見直す必要があ

ります。  

 ①ですけれども、御案内のとおり総人件費改革の一環として人件費削

減のため人員２名を削減し、組織、経理、財務の在り方の整理を検討し

ていきたいと考えております。  

 次に②で人件費を除く一般管理費の縮減の検討ですけれども、これに

ついては人件費以外の部分ですね。例えば事務所の賃料ですとか、その

他旅費ですとか、給与あるいは役員報酬以外で使われている部分の経費

について合理的に削減できる部分 があるのではないかと考えておりま

すので、これも検討していきたいと考えております。  

 次に、もう一枚おめくりいただきますと随意契約の見直しということ

がございます。これについて、北対協については契約事務取扱細則とい

うものを策定いたしまして、随契ができるものについてはこういうもの

だという基準を国の規則に準じて設けておりまして、今後ともその細則

に基づいて一般競争入札が導入で きるようなものについてはそれを導

入するということで徹底してまいりたいと考えております。  



 こ ちらの整理表につきましては、９月の上旬にまた総務省の方で会議

が行われると思います。そこでヒアリングを受ける際のこちら側の説明

資料となりますので、北対協としてはこういう見直しをします、どうで

しょうかということを有識者の方 に御説明するという予定になってお

ります。  

 最後の資料７ですけれども、こちらの方は行政減量・効率化有識者会

議の方で取りまとめられました「 18 年 度以降当面の独立行政法人の見

直しの基本的方向について」という答申がございまして、例えば独立行

政法人がそもそも行うべき事務・事業かどうかの観点から見直したかど

うかなど、各項目がずらっと縦に並んでおりまして、見直した結果、具

体的な措置を講ずる場合はマルで、その観点から見直しましたが、その

結果、何ら措置をとる必要はないと考えた場合にはバツ、全く見直し項

目に該当しないという場合には棒 線を記載することになっております

が、そういう整理に従って記載をさせていただいたところではこういう

ような表になると考えております。  

 今後とも、大きな話ですので随時情報については御提供しつつ、また

忌憚なき御意見をいつでも御連絡 いただければ受け止めさせていただ

きたいと考えておりますので、事務局からはこういった形で紹介をさせ

ていただいた次第です。私の方からは以上です。  

○飯田分科会長  ありがとうございました。もう一遍、日程的なプロセ

スとか、それを簡単にわかりやすく説明していただけますか。  

○松川専門職  まず、本日と同様に８月 23 日 に水産分科会が開催され

まして、内閣府と同じように紹介はさせていただく予定です。  

 その後、本委員会で紹介する必要があれば、その進んだ段階の情報に

ついても御提供させていただければと思っておりますけれども、いずれ

にせよ８月末までにこちらの見直 し当初案を提出せよということが言

われております。  

 提 出した後、これはまだ決定になっていないと思うんですけれども、

今のところ予定されているところでは、９月８日に総務省の方の審議会、



政策評価独立行政法人評価委員会 の方からどういう見直しをするのか

ということで、我々北方対策本部がヒアリングを受けることになってお

ります。そこでまた御意見等をいろいろ承る可能性がございますので、

そういうことと、その後、内閣官房等との調整を経まして、必要があれ

ば勧告がなされる。特段勧告も出されずにこれでいってよしということ

になれば、 12 月 に見直し案ということで行政改革推進本部決定がなさ

れる。本部長は内閣総理大臣でございます。  

 そして、来年度以降はその決定に従って中期目標と中期計画、これは

新しいものを策定するということになります。それで、平成 20 年 度か

ら新しい中期目標、中期計画にのっとって第２期の事業を進めていくと

いう流れになります。  

○飯田分科会長  今の事務局の御説明ですが、何か御質問ございますか。 

○上野委員  資料７なのですが、第一部の３．の（２）①のロ）の「地

方組織の再編等」というところが「該当しない」となっているんですけ

れども、北対協は札幌事務所がありますね。これは「該当しない」でい

いんですか。  

○ 松 川 専 門 職  地 方 組織というのは恐らくもっと大きなものを想定し

ていると思いまして、例えばまさしく出先機関のようなもので随所に散

らばっているというようなものと この本文を見たところ受け止めさせ

ていただいたので、「該当しない」にしたところです。  

 もちろんこれを提出しまして、札幌も当てはまる。幾ら小規模でも地

方にあるではないかと言われましたら、それを受け止めて検討するとい

うことになると思います。  

○上野委員  わかりました。  

○飯田分科会長  そのほか何か御質問はございますか。  

 資料５の一覧表を見ると、やはり中心は人間の数と、それから貸付け

とか例の資金の問題でしょうか。  

○ 松 川 専 門 職  こ の 辺の削減については必須ということになっている

んですけれども、やはりこの融資事業あるいはほかの事業についても政



策的な意義も考えてどういった見 直しをするかについてはまだ固まっ

ていないところですので、そこは今後の議論ですとか、あるいは調整に

よることになるかと考えております。  

○飯田分科会長  わかりました。ほかに何か御質問ございますか。  

 なければ、これで一応本日予定した議題はすべて終わったわけですの

で、終了させていただこうと思います。  

 本日は大変暑い中、お忙しい中、長い間御苦労様でした。ありがとう

ございました。  


